
本巣市人事行政の運営等の状況の公表

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員数に関する状況

22 年度中の異動平成 22 年 4月 1 日

現在の職員数

(A)
退職

(B)

採用

(C)

平成 23 年 4月 1 日

現在の職員数

(A)－(B)＋(C)

３２４ １３ ９ ３２０

    (注) 「退職」は平成 22 年 4 月 1日から平成 23年 3 月 31日までの、「採用」は平成 22 年

          4 月 2 日から平成 23年 4 月 1 日までの数を計上している。

  (2) 職員採用の状況(各年度 4 月 1日採用者数)

職種 平成 23 年度 平成 22 年度 増減

一般事務職 ７ ７ ０

保健師   ０   １ △１

保育士 ２ ４ △２

看護師   ０   １ △１

技能労務職   ０   ０   ０

合計 ９ １３ △４

    (注)一般事務職には割愛派遣等で採用した２人を含む。

  (3) 退職者の状況（平成 22 年度）

区分 退職者数 備考

定年退職 １０

勧奨退職   １

自己都合   ０

その他   ２ 県教育委員会復帰



  (4) 部門別職員数の状況（各年度 4 月 1 日現在）

職員数
区分

平成 23 年度 平成 22 年度
増減 主な増減理由

議会   ４   ４

総務 ６３ ６３

税務 １７ １８ △１ 事務分担の見直し

民生 ６７ ６３   ４ 事務分担の見直し

衛生 ２８ ２８

労働

農林水産 １１ １２ △１ 事務の統廃合

商工   ５   ５

土木 ２５ ２３ ２ 事務分担の見直し

一
般
行
政
部
門

小計 ２２０ ２１６ ４

特別行政部門 教育 ７０ ７７ △７ 欠員不補充

病院 １２ １３ △１ 欠員不補充

水道   ７   ７   

下水道   ７   ７

その他   ４   ４

公
営
企
業
等
会
計
部
門

小計 ３０ ３１ △１

合計 ３２０ ３２４ △４

    (注) 職員数には派遣職員、休職者等を含む。



２ 職員の給与の状況

  (1) 職員給与費の状況（平成 22 年度普通会計決算額）

給与費職員数

(A) 給料 職員手当 期末勤勉手当 計 (B)

1 人当たり

給与費

(B)/(A)

293 人 1,025,603 千円 94,688 千円 350,538 千円 1,470,829 千円 5,020 千円

    (注) 「地方財政状況調査表」報告数値による。職員手当には子ども手当・退職手当を含まない。

  (2) 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成 23 年 4 月 1 日現在）

区分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 ３１０,９００円 ４２.８歳

  (3) 職員の初任給の状況（平成 23年 4 月 1日現在）

決定初任給
区分

本巣市 国

大卒 １７２,２００円 １７２,２００円

短大卒 １５２,８００円 １５２,８００円一般行政職

高卒 １４０,１００円 １４０,１００円

  (4) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 23年 4 月 1日現在）

区分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年

大卒 ２４０,６００円 ２８８,４００円 ３２１,９００円

短大卒 ２２３,９００円 ２６９,６００円 ３０５,９００円一般行政職

高卒 ２０５,４００円 ２５０,４００円 ２８８,４００円

    (注) 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいう。

  (5) 一般行政職の級別職員数の状況（平成 23 年 4 月 1 日現在）

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 計

補職名称 主事 主任 主査
課長補佐

係長

課長

主幹
総括課長補佐

次長

参事
部長

職員数(人) ２６ ２６ ５０ ５２ ２９   ８ １０ ２０１

構成比(％) １２.９ １２.９ ２４.９ ２５.９ １４.４ ４.０ ５.０ １００.０

    (注)  「税務・医療技術・看護保健・福祉・単労・教育」職は含まない。

  (6) 昇給期間短縮の状況

区分 一般行政職

職員数 (A) ２０１人

普通昇給期間(12 月～24 月)を短縮して昇給した職員数 (B)     ０人

比率 (B)/(A) ０.０％



  (7) 職員手当の状況（平成 23 年 4月 1 日現在）

区分 内容 国との異同

配偶者                      月額 13,000 円
その他の扶養親族                    １人につき 月額 6,500 円

ただし、配偶者がない場合の 1 人目 月額 11,000 円

特定加算                             1 人につき 月額 5,000 円
扶養手当

（満 15 歳に達する日後の最初の 4 月 1 日から満 22 歳に達する日

後の最初の 3 月 31 日までの間にある扶養親族の子に対する加算)

同じ

交通機関利用者 運賃相当額に応じ 月額 55,000 円まで

片道２㎞以上の自動車等使用者
通勤手当

使用距離に応じ 月額 2,000 円から 24,500 円まで

同じ

借家、借間居住者 家賃の額に応じて 月額 27,000 円まで住居手当 同じ

宿日直手当 宿日直勤務をした職員 勤務１回につき 4,200 円 同じ

主幹以上の地位の職にある職員
管理職手当

その地位の職に応じて 月額 27,800 円から 66,400 円まで
同じ

医師手当 月額 615,000 円以内

歯科医師手当 月額 350,000 円以内

放射線取扱手当 月額 150,000 円以内
特殊勤務手当

用地交渉手当 日額 300 円     

異なる

期末手当

勤勉手当

平成 22 年度支給割合（［   ］内は特定管理職員）

6 月期     12 月期      計

期末手当   1.250 月分    1.350 月分    2.600 月分

［1.050 月分］  ［1.150 月分］  ［2.200 月分］

勤勉手当  0.700 月分    0.650 月分    1.350 月分

    ［0.900 月分］   ［0.850 月分］ ［1.750 月分］

同じ

  （8）退職手当の状況（平成 23 年 3 月 31 日現在）

区分 自己都合 勧 奨・定 年

勤務２０年 ２３.５０月分 ３０.５５月分

勤務２５年 ３３.５０月分 ４１.３４月分

勤務３５年 ４７.５０月分 ５９.２８月分

最高限度額 ５９.２８月分 ５９.２８月分

その他の

加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

職務の級（役職）に応じた調整額

退職時特別昇給 なし なし

平均支給額 ０千円 １９,４１５千円

    (注) 退職手当の平均支給額は、平成 22 年度に退職した全職種に係る職員に支給された

         1 人当たりの平均額である。（平成 22 年度の自己都合退職者はなし。）



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成 23 年 4 月 1日現在）

   (1) 勤務時間、休憩時間、週休日の状況

標準的な勤務時間の割り振り１週間の

勤務時間

１日の

勤務時間 始業時刻 終業時刻 休憩時間 週休日

３８時間４５分 ７時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 午後０時～午後１時 土・日

   (2) 休暇制度の概要

休暇の種類 付与要件 付与日数等

年次有給休暇 職員の請求 １年につき２０日

病気休暇 職員の負傷・疾病による療養 必要最小限度期間

骨髄提供休暇 骨髄液提供に際する検査・入院 必要期間

ボランティア休暇 被災者支援、福祉施設でのボランティア活動 １年につき５日

結婚休暇 結婚等の行事 ５日間

産前休暇 女性職員の出産予定 ６週間

産後休暇 女性職員の出産 ８週間

育児時間休暇 生後満１歳に達しない子の育児 １日２回 各３０分以内

出産休暇 職員の妻の出産に伴う入院の付添い等 ２日間

看護休暇 小学校就学前の子の看護 １年につき５日

親族死亡休暇 葬儀、その他親族の死亡に伴う行事等
死亡者との続柄により

１日～７日間

特
別
休
暇

夏季休暇 盆等の諸行事、健康維持、家庭生活の充実 ７～９月の期間内で３日

組合休暇 職員団体の業務に従事 １年につき３０日

介護休暇 配偶者・父母等の介護
１の要介護状態につき

６ヶ月以内

４ 職員の分限及び懲戒処分

区分 処分件数 備考

分限処分 １０件 休職処分

懲戒処分 ０件



５ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

   (1) 職員研修の実施状況  （平成 22 年度中の主なもの）

区分 修了者数

市職員研修 ５５２人

岐阜県市町村職員研修センター ９３人

市町村職員中央研修所 １人

自治大学校 ２人

集合研修

その他 ９人

派遣研修 岐阜県市町村職員実務研修 ２人

   (2) 勤務評定の状況（平成 22 年度）

区分 部長
次長、参事、

課長及び主幹
総括課長補佐以下

第１次評定者 副市長 部長 課長

第２次評定者 － 副市長 部長

評定項目 成績、態度及び能力評定

評定基準日 ９月１日・３月１日

活用分野 勤勉手当、昇給、昇格、配置



６ 職員の福利及び利益の保護の状況

   (1) 職員の福祉制度の状況

項目 内容

共済制度 岐阜県市町村職員共済組合の制度による

定期健康診断（一般・心電図・血液・眼底）

腹部超音波

胃部Ｘ線検査

大腸ガン検診

乳ガン・子宮ガン検診

ＰＳＡ（前立腺）検査

健康診断

肺ガン検査

   (2) 公務災害等の発生状況（平成 22年度）

種類 発生件数

通勤災害 １件

公務災害 ３件

  ７ その他

   (1) 特別職の報酬等の状況（平成 23年 4 月 1日）

区分 給料（報酬）月額 期末手当（22 年度支給割合）

市長 ８３０,０００円

副市長 ６５０,０００円

６月期

１２月期

計

１.８７５月分

２.０２５月分

３.９００月分

議長 ３５０,０００円

副議長 ３００,０００円

議員 ２７０,０００円

６月期

１２月期

計

１.８７５月分

２.０２５月分

３.９００月分

企画部秘書広報課

TEL：0581-34-5040


